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勤務表作成時の留意点
国が従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表の参考様式を示し、本市においても同様式を指定手続きの際に添付いただいておりますが、

通所型サービスにおいて記載方法の誤りが散見されますので、以下の例をご確認いただき作成の際の参考としてください。

① 勤務形態についての誤り

勤務形態の記号は以下の通りであるが、勤務時間・兼務状況と一致しない勤務形態記号を使用している
A 常勤専従 B 常勤兼務 C 非常勤専従 D 非常勤兼務

例）AまたはBとしているが、当該従業者の延べ勤務時間が常勤の従業者の勤務すべき時間に達していない

・勤務形態記号又は勤務時間・兼務状況の記載誤りであれば修正する
・就業規則を見直し常勤者が勤務すべき時間数を変更する
・有給休暇等により勤務時間が満たない場合は、シフト記号等を使い勤務表上で休暇取得日がわかるようにする

対
応

② 兼務職員の職種ごとの勤務時間を区分していない

複数職種を兼務しているが、すべての職種の勤務として１行に記載している
例）生活相談員を兼務している管理者が２職種の合計勤務時間を１行にまとめて記載した

・職種ごとの人員基準を満たしているか確認するために必ず職種ごとに行を分けて作成してください。

対
応



③ シフト記号表についての誤り（1）

・シフト記号表を提出していない
・兼務職員が同一日に使用しているシフト記号の勤務時間に重複がある日がある。

・兼務者のシフト記号表は同一日で重複時間が無いように作成してください。

対応

10時から13時が重複 重複時間のあるシフト記号を同一人物・
同一日で使用しているため勤務表上のこ
の日の勤務時間が11時間（３時間+８時

間）となってしまう

・勤務が無い日と有給休暇等を区別していない

④ シフト記号表についての誤り（2）

有給と勤務が無い日を区別し
ていないため常勤（勤務形態
A）だが４０時間に満たない対応

・「有休」等のシフト記号表を作成し、勤務が無い日と有給休暇日を区別してください



⑤ 勤務時間

・作成月の曜日構成により常勤の従業者の勤務すべき時間にわずかに足りない

対応

・勤務時間の不足が常態化していないことを把握するため作成月の前の月の勤務表も提出してください。

⑥ 勤務表作成月
・勤務表作成月は下表の通りとしてください。

手続き種別 作成月

新規指定・再開 初月（予定）

新規以外 提出月の前月（実績）



人員基準（施行規則第140条の63の6第1号に規定する厚生労働大臣が定める基準）
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（1）通所型サービス（第４８条 従業員の員数）

職種 資格・員数 備考

管理者 常勤１人 管理上支障がない場合は事業所内の他の職務、
他の事業所・施設の職務に従事できる

生活相談員 以下の基準を満たすよう配置
サービス提供時間数≦生活相談員の
サービス提供時間内の勤務時間合計
（社会福祉主事任用資格がある者等）

生活相談員又は介護職員のうち１人以上は常
勤でなければならない。

看護職員 １人以上（看護師又は准看護師）

介護職員 【利用者１５人以下】
１人以上 ・常時1人以上従事

・生活相談員又は介護職員のうち１人以上は
常勤でなければならない。【利用者１6人以上】

（（利用者数-15）÷5）+1人
※少数点以下切り上げ

機能訓練指導員 1人以上
・理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師
・上記資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練指導に従事した経験を有するはり師又はきゅう師の資格を有する者

①利用者数が11人以上の場合

②利用者数が10人以下の場合
・看護職員及び介護職員は以下の基準を満たすよう配置。その他については①と同じ
サービス提供時間数≦サービス提供時間内の看護職員及び介護職員の勤務時間合計
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（2）訪問型サービス（第４条 訪問介護員等の員数、第５条 管理者 ）

職種 資格・員数 備考

管理者 １人（常勤） 管理上支障がない場合は事業所内の他の職
務、他の事業所・施設の職務に従事できる

サービス提供責任者 過去3か月の利用者数平均÷40人
（小数点第1位に切上常勤換算による）

資格介護福祉士等

訪問介護員 常勤換算で2.5人以上（サ責を含めてよい） 資格介護福祉士等

①常勤のサービス提供責任者が３人未満の場合

②常勤のサービス提供責任者が３人以上の場合

・管理者・訪問介護員は①と同じ
・サービス提供責任者は以下の基準を満たすよう配置

過去3か月の利用者数平均÷50人（小数点第1位に切上 常勤換算による）
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（3） 常勤換算（施行規則第140条の63の6第1号に規定する厚生労働大臣が定める基準）

第１条の六 常勤換算方法当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき
時間数で除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法をいう。

例）常勤の従業者が勤務すべき時間数が40時間/週、非常勤の従業者の勤務時間が20時間/週の場合、非常勤の従業者は常勤換算で
0.5人となる。

※常勤とは 正規・非正規雇用に関係なく、常勤の従業者が勤務すべき時間数勤務している従業者のことであり、非正規雇用でも常
勤の従業者が勤務すべき時間数勤務していれば常勤であり、正規雇用でも常勤の従業者が勤務すべき時間に満たない場合は非
常勤とする。

※常勤者の勤務すべき勤務時間が３２時間を下回る場合は３２時間とする。
※「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」に沿って事業者が自主的に設ける所定労働時間の短縮措置（以下

「育児、介護及び治療のための所定労働時間の短縮等の措置」という。）が講じられている場合、30 時間以上の勤務で、常勤換算
方法での計算に当たり、常勤の従業者が勤務すべき時間数を満たしたものとし、１として取り扱うことを可能とする。


